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プラップジャパンの強み

戦略的PRを実現する
多彩なサービスメニュー

専門性を備えた
PRコンサルタント集団

充実した社内教育システムと
ナレッジマネジメント 
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業界

ステークホルダー

メディアトレーニング

危機管理コンサルティング

コミュニケーション戦略立案

課題に応じ最適な情報発信方法や
切り口を提案
大手企業からベンチャー企業まで、多様な業
種・規模のクライアントニーズを捉えた企画
提案力が強みです。コンシューマー、ヘルスケ
ア、金融・M&A、ＩＴ、官公庁・自治体など各
分野のスペシャリストが専門性の高いコミュニ
ケーション戦略を提供するとともに、メディア
トレーニング、危機管理コンサルティングなど
のコンサルティングサービスを有することで、
クライアントの様々な課題に対応します。

　PR事業は、企業・団体・行政の情報を効果的にステークホルダー
に発信し、企業・団体・行政に対して良好なイメージを醸成し、信頼
感の獲得や購買行動へとつなげていく事業であり、当社グループは
様々なサービス・手法や業界随一のメディア情報を有し、クライア
ントに最適な広報戦略を立案し、提供しています。
　中でも、メディア（新聞・雑誌・テレビ・インターネット・ラジオ）等
を通じて、情報をターゲットとなるステークホルダーへと到達させ
る手法はパブリシティ活動と呼ばれ、クライアントが発信したい情
報をメディアの特性やニーズに合わせ、収集・加工を行い、様々な手
段を通じてメディアに発信、テレビのニュースや新聞記事として情
報の受け手へクライアント情報を伝えていくものです。
　パブリシティ活動の成果は広告とは異なり、その情報提供が広
告・CM枠ではなく、新聞・雑誌の記事やテレビの報道番組・情報番
組内で行われるため、通常は、広告と比較して信頼度が高い情報と
して消費者に受け止められます。よって、企業等の広報活動におい
てPR会社の果たす役割は極めて重要となっています。

戦略的PR

多彩なサービスメニューを提供
デジタルPR領域のサービスも拡充
情報の受け手へクライアント情報を効果的に伝えていくための
多彩なサービスメニューを有しています。また、コミュニケーシ
ョンに関わる様々な課題を解決するため、常に高付加価値の
新サービス開発を行っています。また、インターネットの普及、
浸透に伴い、年を追うごとにクライアントからのニーズが急速
かつ多様に高まっているソーシャルメディアを活用したデジタ
ルPR領域のサービスメニューを、既存のPRサービスに加えて
提案するなど、総合PR会社の強みを活かした戦略的なPR活
動を提供しています。

きめ細かな
メディアリレーション

8,000媒体にも及ぶ
メディア情報を活用
メディア情報のデータベース・システム
は約8,000媒体の情報を蓄積し、メデ
ィアリレーションに活用しています。さ
らには、マスメディアからオンラインメ
ディアに至るまで、その媒体特性やコラ
ム情報、記事傾向等、常に変化するメデ
ィアの傾向を分析し、全社に共有するこ
とで、きめ細かなメディアリレーション
を実現しています。

良好なイメージの醸成

企業・団体・行政の情報が
様々なＰＲ手法を介して、情
報の受け手へ効果的に到達す
ることによって、話題を喚起
し、良好なイメージが醸成さ
れるとともに、企業や団体、行
政に対する信頼度が高まり、
商品の購買行動へとつながり
ます。

話題喚起

戦略立案からメディアリレーションまで
総合的なコミュニケーションサービスを提供しています。
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　広報活動を経営・事業戦略の一環としてとらえる動

きが多くの企業・団体や行政機関に浸透し始めている

一方で、事業の見直し等に伴うマーケティング予算、

広報予算の抑制傾向も強まっています。

　そうした環境下にありながら、当期の新規問い合わ

せ件数は回復を示し、新規獲得件数も前年を上回りま

した。リテナー契約を結ぶ既存顧客から短期のプロジ

ェクトやイベント業務を数多く受注したほか、期前半

代表取締役社長　　杉田　敏

には大型コンサルティング案件を受注したことなど、

堅調に売上が推移しました。また、連結子会社との共

同チームによるサポートなど、グループシナジーを活

かした新たなサービス体制を確立し、今後の成長が期

待できるIT分野や大型商業施設などの新規リテナー案

件の獲得にも成功しました。

　その結果、当期の連結業績は、期初の減収減益予想

から一転して、増収増益となりました。売上高は

4,254百万円（前期比4.7％増）を確保し、このうち、

コミュニケーションサービス部門の売上高は3,928

百万円（同2.3％増）、クリエイティブサービス部門の

売上高は325百万円（同46.6％増）となりました。

　利益面では、昨年12月の本社移転に伴う販管費の

増加（90百万円）を計上しながらも、前年を上回る新

規契約や既存顧客への営業深耕、大型コンサルティン

グ案件の獲得による利益向上を図り、営業利益は447

百万円（前期比5.9％増）、経常利益は447百万円（同

4.6％増）、当期純利益は214百万円（同24.7％増）と

なりました。

当期（平成24年8月期）の営業状況は？

大型コンサルティング案件の受注など、売上が堅調
に推移し、期初予想から一転して増収増益を達成

　中国PR事業は、北京普楽普公共関係顧問有限公司（プ

ラップチャイナ）と北京博瑞九如公共関係顧問有限公司

（ブレインズチャイナ）の現地子会社2社により展開して

Q
A

中国PR事業の当期業績と、最近の動きは？

当期業績は横ばいを維持したものの、日系企業に
対する市場の受け入れは不透明な状況

Q
A

中国事業の業績推移

います。当期における中国PR事業の業績は、売上高

705百万円（前期比0.4％増）、経常利益99百万円（同1.0

％減）となり、ほぼ横ばいを維持しました。

　当期は、昨年11月から開始した「新浪微博（シナ・ウ

ェイボー）」における日系企業オフィシャルアカウントの

運営支援サービスが好調に推移しました。ユーザー数2

億人を誇る「新浪微博」は、現在の中国で最も影響力を持

つソーシャルメディアの一つです。本サービスは、在中

国日系企業に対し、オフィシャルアカウントの立ち上げ

から日常の情報発信まで、運営支援を一括提供するもの

です。（P10 トピックス参照）

　一方、尖閣諸島問題に端を発する反日感情の高まりを

受け、中国では日系企業に対する市場の受け入れが不透

明になっています。こうした状況に対応すべく、プラッ

プチャイナでは、本年9月より日系企業向けに、「幹部社

員メディアトレーニング」「中国危機管理広報研修」「広

報担当者研修」の3つの広報支援サービスを用意し、提供

を開始しました。日系企業のコミュニケーション力を強

化する広報支援を通じて、両国の友好推進に貢献してい

く考えです。

株主の皆様におかれましては、日頃より当社事業へ

のご理解とご支援を賜り、誠にありがとうございま

す。ここでは、当期営業のご報告とともに、今後に

向けた取り組みについてご説明させていただきます。

多様化する顧客ニーズを的確に捉え
さらなる成長性の確保を目指してまいります。
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　事業環境としては、企業の広報予算支出に対する抑

制傾向の中で、受注・価格競争の激化が続く厳しい状

況が予想されますが、当期の売上高が拡大に転じたこ

とから、次期以降も堅調に推移すると思われます。

　今後は、新規業務の引き合い増加に着実に対応し、

受注確度の向上に努めるとともに、日々多様化してい

る顧客ニーズを的確に捉え、さまざまなコミュニケー

ション手法を活用したPRサービスを提供していきま

す。また、新規引き合い数の拡大に向け、当社独自の

ノウハウや強みに基づく自社のマーケティング活動に

も注力していきます。

　一方、中国子会社では、日系企業に対する市場の受

け入れが不透明なことから、ここ数年の成長率の維持

に対しては、慎重に想定しています。前述の通り、日

系企業のコミュニケーション力を強化する広報支援を

推進し、中国ビジネスのさらなる拡充を図ります。

　以上を踏まえ、次期の連結業績は、売上高4,404

百万円（当期比3.5％増）、営業利益521百万円（同

16.5％増）、経常利益516百万円（同15.4％増）、当期

純利益272百万円（同27.3％増）を予想しています。

　今回の期末配当については、当期業績における増収

増益を反映すべく、期初の予定を上方修正し、前期比

2円の増配となる1株当たり25円（連結配当性向46.6

％）とさせていただきました。次期配当については、同

額の維持を目指してまいります。

　当社は、引き続きコンサルティング機能の全社的な

強化に努め、顧客企業の多種多様なコミュニケーショ

ン戦略ニーズに対応していくことで、さらなる売上拡

大と利益改善を実現してまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支

援を賜りますようよろしくお願い申し上げます。

次期（平成25年8月期）の見通しと業績予想は？

新規業務の引き合い増加に着実に対応し、受注確度
の向上とともに、増収増益を目指す

Q
A

株主の皆様にメッセージを

業績の好転を反映し、1株当たり2円の増配を実施、
さらなる売上拡大と利益改善を実現

Q
A

当期のポイント 既存顧客からの短期プロジェクトやイベントの受注、
大型コンサルティング案件の受注などにより、売上高が堅調に推移。

連結決算ハイライト

本社移転に伴う販売費及び一般管理費などが増加したものの、売上高
が増加したことに加え、売上原価の抑制などにより、営業利益は増加。

250

第40期 第41期 第42期

171

214

0

100

50

200

150

250

（百万円）

当期純利益

4,045

第40期 第41期 第42期

4,063 4,254

0

2,000

1,000

4,000

3,000

5,000

（百万円）

売上高 営業利益

経常利益

476

第40期 第41期 第42期

422

0

200

100

400

300

500

（百万円）

第40期 第41期 第42期

427

0

200

100

400

300

500

（百万円）

447460

当連結会計年度において子会社の売上高は前期並みとなりましたが、当
社単体の売上高が前期と比較して198百万円の増収と当社グループの業
績に貢献しており、全体として売上高、4,254百万円と前連結会計年度
に比べ191百万円の増収となりました。

経常利益は447百万円と前連結会計年度に比べ19百万円の増益となりま
した。営業利益が増益となったことに加え、受取配当金4百万円等を計上
したものの、円高による為替差損2百万円、投資有価証券評価損6百万円
等が計上されたことによるものです。

営業利益は447百万円と前連結会計年度に比べ24百万円の増益となりま
した。販売費及び一般管理費が、事務所移転にともなう事務用消耗品費
及び減価償却費などにより増加していますが、売上高増収に伴い利益も
増加しています。 

当期純利益は214百万円と前連結会計年度に比べ42百万円の増益となり
ました。経常利益が増益となったことに加え、前連結会計年度に計上さ
れた特別損失の資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額31百万円、本
社移転に伴う事務所移転費用引当金繰入額63百万円が、当連結会計年度
では計上されなかったことによるものです。

447

　メディア環境の急速な変化や複合的なコミュニケー

ション手法の発達により、市場に浸透したオンライン

メディア、SNSといったデジタルインフラを活用した

PR施策が求められています。当社では、専門チームに

よるデジタルを活用したマーケティングPRなど、付加

価値の高い提案とサービスの拡充を図り、こうした新

しい顧客ニーズに対応しています。

　その一環として、当期は企業の担当者向けの「デジ

タルPRセミナー」の積極的な開催を進めていきまし

た。毎回デジタル分野に精通したゲストスピーカーを

招き、最新動向や成功事例に沿ったナレッジを共有

し、デジタル分野のコミュニケーションを拡大する機

会を提供する場として多くのセミナー参加者様より好

評をいただいています。（P10 トピックス参照）

デジタルPR領域サービスのその後の展開は？

デジタルPRセミナーの積極的な開催により新しい
顧客ニーズに対応、コンサルティングも強化

Q
A

※記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結決算ハイライト

所有者別株式分布状況

個人・その他
2,835,902株

60.61％

その他法人
73,770株
1.58％

外国法人等
969,700株
20.72％

金融商品取引業者
5,619株
0.12％

金融機関
111,400株
2.38％

自己名義株式
682,619株
14.59％

所有数別株式分布状況

500単元未満
915,151株
19.56％

5,000～10,000
単元未満

1,618,419株
34.58％

500～1,000
単元未満

366,300株
7.83％1,000～5,000

単元未満
370,000株
7.91％

10,000単元以上
1,409,140株

30.12％

株式の状況（平成24年 8 月31日現在）

株主名 持株数（千株）持株比率（%）

矢島 尚 1,409 35.26

キャヴェンディッシュ・スクエア・
ホールディングス・ビーヴィー 935 23.42

泉 隆 230 5.76

杉田 敏 140 3.50

矢島 婦美子 90 2.25

株式会社三菱東京UFJ銀行 80 2.01

プラップジャパン従業員持株会 75 1.90

野村 しのぶ 70 1.75

小山 純子 50 1.25

プラップジャパン役員持株会 47 1.18

（注）	1.�当社は、自己株式682,619株を保有しておりますが、上記の
大株主からは除いております。

	 2.�持株比率は自己株式を控除して計算しております。

発行可能株式総数 18,716,000株
発行済株式総数 4,679,010株
株主数 1,040名

大株主（上位10名）

株主メモ

事業年度 9月1日から翌年8月31日まで

定時株主総会 毎年11月

基準日 期末配当金 8月31日、中間配当金 2月末日

株主名簿管理人
三菱UFJ信託銀行株式会社

特別口座の口座管理機関

同連絡先 〒137-8081　東京都江東区東砂七丁目10番11号　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
電話　0120-232-711（通話料無料）

公告の方法 電子公告により、当社ホームページ（http://www.prap.co.jp/）に掲載いたします。
ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、
日本経済新聞に掲載いたします。

（ご注意）1．株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設さ
れている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

２．特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信
託銀行）にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

３．未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。
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当期のROE（自己資本当期純利益率）は9.6％、ROA（総資産経常利益率）は12.8%となりました。今後も自己資本の有効な活用による効率のよい収
益確保に向け、さらなるROE、ROAの向上を目指します。

自己資本比率は当期63.1％です。当社は平成24年8月31日現在、
有利子負債ゼロの無借金経営を行っており、自己資本比率は安定
的に推移しています。当社は今後も健全な財務体質を維持しなが
ら安定した経営を行っていきます。

営業活動の結果得られた資金は、401百万円（前年同期は得られ
た資金163百万円）となりました。これは主に法人税の支払、売
上債権の増加、仕入債務の減少、事務所移転費用引当金減少等の
要因により減少したものの、税金等調整前当期純利益、減価償却費、
棚卸資産の減少等が計上されたことなどによります。

収益性の経営指標であるROE（自己資本当期純利益率）やROA（総資産経常利益率）が向上

ROE/ROA

連結貸借対照表 連結キャッシュ・フロー計算書（百万円） （百万円）

前期末 当期末 前期末 当期末

資産合計
3,639

流動資産
2,815

流動資産
2,513

資産合計
3,348

負債純資産合計
3,348
流動負債
685

純資産
2,223

負債純資産合計
3,639

流動負債
839

固定負債
438

固定負債
455

純資産
2,343

固定資産
824

固定資産
835

資産の部 負債の部

現金及び
現金同等物の期首残高

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー 財務活動による

キャッシュ・フロー

現金及び
現金同等物の
期末残高

1,472

△85
401

1,667

△120

※記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
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For Investors  

利益配分

( 円 )

配当性向配当金

第40期 第41期 第42期 第40期 第41期 第42期
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当社の利益配分における基本方針として、株主の皆
様に対する安定した配当を継続していくだけではな
く、将来の事業展開と投資計画のバランスをとりな
がら決定しております。その上で、経営成績および
配当性向等も考慮し、株主の皆様への利益還元を実
施していきます。
第42期の配当金につきましては、業績が順調に回
復したことを鑑み、1株につき25円の普通配当（前
期は普通配当23円）と決定させていただきました。
この結果、連結配当性向は46.6％となりました。
また、第43期の次期配当予想につきましては、株
主への利益還元を考え、安定した配当の継続を重視
することから、1株につき25円の普通配当（連結配
当性向36.6％）を予定しております。

代表取締役会長 矢 島 　 尚

代表取締役社長 杉 田 　 敏

専 務 取 締 役 泉 　 　 隆

常 務 取 締 役 筆 谷 尚 美

取 締 役 笠 原 浅 香

取締役（非常勤） 小 山 純 子

取締役（非常勤） 藤 田 　 実

監 査 役 小 田 　 元

監 査 役 荒 川 　 純

監査役（非常勤） 藤 岡 秀 樹

会 　 社 　 名 株式会社プラップ　ジャパン
PRAP Japan, Inc.

所 　 在 　 地 東京都港区赤坂一丁目12番32号　
アーク森ビル 33階

代 　 表 　 者 杉田　敏

設 立 年 月 日 1970年9月9日

資 　 本 　 金 4億7,078万円

従 業 員 数 257名  （連結）           

事 業 内 容 企業・団体・行政等の戦略的広報コンサルティングおよび広
報代行全般を手がけ、PRイベント、PR誌制作等のクリエイテ
ィブサービスや対中国PR、WEB関連施策まで多彩なサービス
メニューを有する総合PR会社。

連 結 子 会 社 株式会社ブレインズ・カンパニー
株式会社旭エージェンシー
北京普楽普公共関係顧問有限公司
北京博瑞九如公共関係顧問有限公司

業 務 提 携 会 社 オグルヴィ・パブリック・リレーションズ・ワールドワイド
（WPPグループ）

Topics

プラップチャイナ「新浪微博」
における日系企業オフィシャ
ルアカウントの運営支援サー
ビス開始

近年中国のメディア環境も刻々と変化を続け

ており、その中でも中国メディアとして注目

を集めているのが「新浪微博」（シナ・ウェイ

ボー）です。 現在中国で最も影響力を持つソー

シャルメディアの一つで、人々の情報収集手

段に大きな変化をもたらしています。プラッ

プチャイナでは、在中国日系企業からの「新

浪微博」におけるマーケティング活動のニー

ズを受け、企業オフィシャルアカウントの立

ち上げ・公式認証マークの取得サポート、日

常のつぶやきやユーザーからの問い合わせ対

応など一括して運営支援サービスを提供して

います。 

赤坂のアークヒルズに
本社移転

昨年2011年12

月に、これまで

39年間にわたり

慣れ親しんだ渋

谷を離れ、本社

を赤坂へ移転い

たしました。新

オフィスは、社

員はもちろんの

こと、クライア

ントの皆様からも好評をいただいており、今

後、一層の業務効率化を図れるよう努めてま

いります。 

デジタル PRセミナー
の開催

2012年2月からこれまで6回にわたり企業の

担当者向けのデジタルPRセミナーを開催して

おり、毎回デジタル分野に精通したゲストス

ピーカーを招き、最新動向や成功事例に沿っ

たナレッジを共有しています。デジタルを組

み入れたマーケティング戦略やソーシャルメ

ディアの活用など、デジタル分野のコミュニ

ケーションを拡大する機会を提供する場とし

て、多くの

参 加 者 様

より好評を

いただいて

おります。
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